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Ⅰ．はじめに 

１．低炭素社会実行計画の評価・検証について 

（１）産業構造審議会産業技術環境分科会地球環境小委員会・中央環境審議会地球環境部会低炭素社会実行

計画フォローアップ専門委員会合同会議の役割 

2016 年 5 月に閣議決定された地球温暖化対策計画において、低炭素社会実行計画は「京都議定書目標

達成計画における自主行動計画での削減取組とその評価・検証結果を踏まえ、地球温暖化対策計画におけ

る削減目標の達成に向けて排出削減の着実な実施を図るため、産業界における対策の中心的役割として

引き続き事業者による自主的取組を進めることとする。」とされている。これを踏まえ、「政府は、各業種

により策定された低炭素社会実行計画及び 2030 年に向けた低炭素社会実行計画に基づいて実施する取

組について、関係審議会等による厳格かつ定期的な評価・検証を実施する。」という方針が示された。 

同方針を踏まえ、経済産業省所管 41 業種の低炭素社会実行計画については産業構造審議会産業技術環

境分科会地球環境小委員会の７つの業種別ワーキンググループ、環境省所管 3 業種については中央環境

審議会地球環境部会低炭素社会実行計画フォローアップ専門委員会において、各業界の低炭素社会実行

計画における取組のフォローアップを実施し、上位機関に当たる産業構造審議会産業技術環境分科会地

球環境小委員会・中央環境審議会地球環境部会低炭素社会実行計画フォローアップ専門委員会合同会議

において審議結果について報告、低炭素社会実行計画の評価・検証結果及び今後の課題等を整理すること

とされている。 

2020 年度は、低炭素社会実行計画の 2019 年度の実績に基づく評価・検証が行われてきたところ、本

合同会議では、2020 年度 低炭素社会実行計画 評価・検証の結果及び今後の課題等について報告書をと

りまとめる。 

 

（２）2019 年度の実績に基づく低炭素社会実行計画の評価・検証のスケジュールについて 

○ 産業構造審議会産業技術環境分科会地球環境小委員会業種別ＷＧ 

資源・エネルギーＷＧ   2020 年 12 月 7 日（月） 

鉄鋼ＷＧ     2021 年  2 月 8 日（月） 

自動車・自動車部品・自動車車体ＷＧ  2021 年  1 月 28 日（木） 

製紙・板硝子・セメント等ＷＧ   2020 年 12 月 16 日（水） 

流通・サービスＷＧ    2021 年  2 月 17 日（水） 

化学・非鉄金属ＷＧ    2021 年  1 月 26 日（火） 

電子・電機・産業機械等ＷＧ   2021 年  1 月 21 日（木） 

 

○ 中央環境審議会地球環境部会 

低炭素社会実行計画フォローアップ専門委員会  2021 年 3 月 1 日(月)・2 日(火) 

 

○ 産業構造審議会産業技術環境分科会地球環境小委員会・中央環境審議会地球環境部会低炭素社会実行

計画フォローアップ専門委員会合同会議    3 月 9 日-12 日 書面審議 
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Ⅱ．低炭素社会実行計画の評価・検証の実施 

１．評価・検証プロセスの改善方針 

（１）フォローアップのプロセスに関する改善  
フォローアップ実施に当たっては、ＷＧ及び専門委員会における審議の活性化を図るため、業界団体

からの説明及び委員の質疑に関する論点を事務局において予め提示した上で、論点に沿って議事を進行

することとした。これらの論点以外の事項に関しては、ＷＧ及び専門委員会開催前に書面による質疑応答

を実施し、ＷＧ及び専門委員会において資料配布した。【継続】 

 

（２）フォローアップ調査票の記載例の作成 
他業界の取組を把握するとともに、業種間で優良事例を共有するために、調査票の記載例や記載事例集

を作成し、調査票を作成する際の参考として配布した。【継続】 

 

（３）データシートの手引きの作成 
作業負担を軽減するために、データシート作成の手引きを作成し、配布した。【継続】 

 

２．評価・検証におけるレビューの視点 

これまでの評価・検証における指摘事項等を踏まえ、以下の視点から評価・検証を行った。加えて、新型

コロナウイルスの流行のよる低炭素社会実行計画への影響や2050年のカーボンニュートラルに向けた業

界として取組についても聴取した。 

 

（１）国内の企業活動における 2030 年の削減目標 
 これまでの実績や要因分析、今後の見通し、地球温暖化対策計画との整合性等を鑑み、自業界が設

定する目標指標・設定水準は妥当か。また、目標設定の前提条件等は変化していないか。 

 足元で既に 2030 年目標（CO2 原単位目標、エネルギー原単位）を超過達成している業界は、

目標引き上げを検討できないか（引き上げが困難な場合、今後悪化すると考える根拠が定量的・

定性的に説明されているか）。 

 足元で既に 2030 年目標（CO2 総量目標、エネルギー消費量目標）を超過達成している業界は、

総量目標の引き上げを検討できないか（引き上げが困難な場合、活動量想定や他の要因の説明

が示されているか）。 

 省エネ法に基づくエネルギー原単位目標（年１％改善）を設定し、基準年度を５年以上前とし

ている業界は、足下の技術をベースとした基準の設定を検討できないか（設定が困難な場合、

その理由が示されているか）。 

 BAU からの削減目標を設定している業界は、「目標指標として最も適切と考える理由」、「対策

効果などの算定根拠」、「BAU 及び削減目標の妥当性」が示されているか。 

 排出削減が着実に進んでいる業界において、効果的だった取組は何か。また、他業界でも参考にな

りそうな取組事例はないか。 

 

（２）低炭素製品・サービス等による他部門での削減 
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 グローバルバリューチェーン（「原料採取」、「製造」、「輸送」、「製品使用」、「廃棄」）における自業界

の立ち位置を認識した上で、削減貢献につながる可能性のある他部門への働きかけを棚卸しできて

い る か 。 また 、 定 量 化 に 当 た っ て は 、「温 室効 果 ガ ス 削減 貢 献定 量化 ガ イ ド ライ ン

(https://www.meti.go.jp/press/2017/03/20180330002/20180330002-1.pdf)」も適宜参照のこと。 

 統計や文献等のデータを活用し、足元の削減実績の定量化を試みているか。削減貢献量の定量化に

あたって、何が課題となっているか。 

 削減貢献量の定量化ができている業界は、前提条件やベースライン等の設定方法を明確化すること

により計算過程の透明性を確保できているか。また、国際的な展開を検討できないか。 

 

（３）海外での削減貢献 
 強みのある自社製品等のグローバル展開は十分か。 

 自社の製品・サービス・技術が海外で普及することによる定量的な評価はできているか。削減貢献

量の定量化にあたって、何が課題となっているか。 

 相手国や国際社会との関係で評価されるような発信を十分行っているか。 

 海外でも国内事業所と同様の排出削減の取組への貢献を行っていないか。 

 

（４）革新的技術の開発・導入 
 当該団体及び業種に属する企業が実施している主要な国家プロジェクトは全て記載されているか。 

 2050 年の⾧期も視野に入れた自業界の革新的技術・サービス（具体的内容、規模感、商用化の目処

などのスケジュール）とは何か。 

 革新的技術の開発にあたってのボトルネック（技術、資金、制度など）は何か。 

 2050 年の⾧期も視野に入れた以下の想定される社会への対応は何か。 

例１：再エネの導入拡大（または再エネ由来の割合の増加が見込まれる電力の利用拡大）のための

業界としての革新的取組 

例２：循環型社会の構築に資する業界としての横断的取組 

 技術開発の主体が自社か他社かにかかわらず、革新的技術・サービスの導入によって、自らの産業

のみならず、社会や他産業にどのように波及し削減効果をもたらすか等、2050 年の⾧期も視野に入

れた業界が描く将来像・ビジョンについても触れられないか。業界全体のみならず、可能な範囲で

個社の取組も公表できないか 
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Ⅳ．今後の課題等 
 

産業界の地球温暖化対策の中心的な取組である「低炭素社会実行計画」について、政府においては、①

新規参加の促進、②BAT の最大導入、③PDCA サイクルの推進、④低炭素製品・サービスの提供を通じ

た他部門での削減、⑤海外での削減貢献、⑥革新的技術の開発・実用化、⑦対外的な情報発信の強化の 7

つの観点から関係審議会等において厳格かつ定期的な評価・検証を引き続き実施することとしている。 

こうした方針の下、2020 年度においても、継続的に関係審議会等による評価・検証が実施された。2013

年の「自主行動計画の総括的な評価に係る検討会」での提言を踏まえ、過年度審議会での議論を基にフォ

ローアップ調査票を見直し、記載例やデータシート作成の手引きなどの参考資料を充実させ、各業種の取

組の記載を促すとともに、各業種の取組の実効性、透明性、信頼性の確保に努めた。 

また、国内の企業活動における 2020 年・2030 年の削減目標へ向けた取組に対する評価・検証に加え、

低炭素社会実行計画の柱立てである、低炭素製品・サービス等による他部門での削減、海外での削減貢

献、革新的技術の開発・導入の取組を含めたフォローアップを実施した。 

さらに、2020 年 10 月 26 日の第 203 回臨時国会において、菅総理より「2050 年カーボンニュートラ

ル、脱炭素社会の実現を目指す」ことが宣言されたことを踏まえ、事前質問や業種別 WG において各業

界の 2030 年以降の取組に関する考え方やビジョンについて議論を行った。 

加えて、コロナウイルスの蔓延による社会経済の大きな変化を踏まえ、低炭素社会実行計画の目標年で

ある 2020 年実績への影響についても事前質問等により把握に努めた。 

各業種の進捗・取組の報告状況、及び審議会等での委員指摘事項を踏まえ、今後の課題を以下に整理す

る。 

 

１．2020 年・2030 年の目標達成に向けた業種の評価と課題 

2019 年度実績フォローアップでは、2020 年目標に対して、経済産業省及び環境省所管の 44 業種中

35 業種が目標水準を前倒しで達成しているとの結果となった。自主行動計画に続き、低炭素社会実行

計画においても各業種による弛まぬ自主的かつ着実な取組の積み重ねによる成果であるといえる。さ

らに、2 業種が 2020 年度の目標水準を引き上げたと報告があり、積極的な温暖化対策への貢献を評価

できる。引き続き、2020 年度の目標達成の蓋然性を確保するようフォローアップを継続することが重

要である。 

目標未達の業種について、目標達成に向けた課題を調査票やフォローアップワーキンググループで

の議論を踏まえて把握するとともに、他業種との協力やベストプラクティスを参考とし、目標達成の蓋

然性を確保できるように、引き続き 2020 年度に向けてフォローアップを継続していく。 

2030 年目標に対して、経済産業省及び環境省所管の 44 業種中 17 業種が既に目標水準に達してい

る。昨年度の 18 業種から減少したが、これらの業種においては 2030 年に向けて一層の自主的な取組

強化を促すために、経済動向に留意しつつ、目標の引上げ余地を継続的に点検していく。 

加えて、各業種から報告されたベストプラクティスを水平展開していくことが、今後の自主的な取り

組みを一層深めていくために重要であり、この視点に立って政府としてこれまでのフォローアップワ

ーキンググループに報告された事例を整理した事例集を作成した。今後、ＨＰや説明会等を通じて情報

発信に努める。 

さらに、各業種フォローアップ WG において、地球温暖化対策計画において産業界の中心的役割と
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して位置付けられている低炭素社会実行計画と、我が国の 2030 年目標との整合性について、WG 委員

からの指摘があった。2030 年に向けて低炭素社会実行計画が着実に進展することが重要であり、政府

としても 2030 年目標に対する産業界の自主的な取組による貢献を念頭に入れたフォローアップの在

り方について検討を深めていく。 

 

２．低炭素製品・サービス等による他部門での削減への取組 

低炭素社会実行計画は、業種に閉じた自らの事業活動だけでなく、業種を超えた低炭素製品・サービ

スによる温暖化対策への貢献を柱立ての一つとしている。 

本年度フォローアップでは、経済産業省及び環境省所管の 44 業種中 42 業種から他部門での削減に

関する報告があった。各業種がサプライチェーン・バリューチェーンの中で、温暖化対策にどのような

貢献ができるのかという観点を踏まえた検討が進展していると評価できる。さらに、28 業種は削減効

果を定量的に示し、各業種がサプライチェーン・バリューチェーンの中で積極的に温暖化対策に取り組

むことによる貢献が可視化されている。引き続き、貢献量の定量化を検討している業種に対して、先行

する業種の方法論を参考にする等の取組を拡大していくために、フォローアップ WG での議論を行っ

ていく。同時に、定量化した結果や方法論の透明性を確保し、第三者の視点からレビューすることがで

きるように情報を Web サイトなど通じて共有していくことが重要である。 

各業種の間の情報共有を強化するために、報告された各業種のベストプラクティスを水平展開して

いくことで、各業種に気づきを促し、業種を超えた協力によって他部門での貢献のリストアップや定量

化の深堀を進めていくことが温暖化対策として重要である。 

 

３．海外での削減貢献への取組 

国内だけでなく、我が国の低炭素製品・サービスによる国際的な貢献も柱立ての一つである。各業種

による海外での削減貢献が、パリ協定の下で世界的な排出削減に貢献していくことになる。 

経済産業省及び環境省所管の 44 業種中 26 業種からグローバルな排出削減への貢献について報告が

あり、26 業種中 15 業種が定量的に海外での削減貢献を試算している。国内で培った技術を海外展開す

ることによる排出削減が示されており、これを後押しすることがパリ協定の目指す 1.5℃目標の達成に

向けて不可欠である。 

一方で、特に業務部門の業種を中心として残りの半数は調査票に具体的な取組が記載されていなか

った。各業種の特色を踏まえつつ、海外製品を輸入する際の運輸事業者との協力、廃棄物処理など広い

視点での検討の余地が残っている。 

引き続き、海外での削減貢献について各業種に検討を促すとともに、先進的な業種の取組を参照でき

るよう情報の共有を進めていく。また、定量化のためのデータベースの整備や方法論の共有といった必

要な環境整備を進めていく。 

こうした海外での削減貢献を具現化し、実際に排出削減に貢献していくことが今後求められていく。

製品・サービスによる貢献を定量化した結果を活用し、地球規模での排出削減に寄与していることを着

実に積み上げていることを国内外に広く広報していくことも必要となる。 

 

４．革新的技術の開発・導入への取組 

2020 年を超えて、2030 年、2050 年といった⾧期的な目標に向けた排出削減、効率改善には、BAT
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ではなく今後開発される革新的な技術の導入が必要となる。ただし、各業種の将来の競争力に直結する

部分であることに配慮しつつ、低炭素社会実行計画でも革新的な技術開発の進捗や成果をフォローア

ップにおいて共有することは、今後の各業種の⾧期的な排出削減を議論するためにも重要である。 

 

５．低炭素社会実行計画に関する透明性の改善 

過年度の関係審議会等における委員からの指摘を踏まえ、フォローアップ調査票とデータシートを

改善するとともに、ガイダンス資料の更なる充実を図った。また、PDCA サイクルを念頭に置いた調

査票の改善や審議会運営を行い、昨年度の委員からの指摘事項及び事前質問に対する今年度の進捗状

況を説明することを各業種に求めた。 

これまでの取組によって、各業種から提出される調査票、データシートを通じて透明性が改善されつ

つある。今後は、各業種の 2020 年や 2030 年に向けた取組や課題を業種別 WG において共有し、対外

的に取組をアピールすることを通じて適切な評価を得るためにも、業種の特性に応じた報告の工夫を

進めることが重要である。また、PDCA サイクルを円滑化する観点から、過年度の指摘事項や事前質

問への回答を調査票に反映させていくことで、議論を充実させていくことが求められている。 

引き続き、低炭素社会実行計画を厳格に評価・検証していくためには、透明性を改善していく。同時

に、各業種がフォローアップを通じて新たなアプローチに気付き、他業種の取組を参考とすることによ

る相乗効果を得ることが重要であり、自主的な取組を広く波及させていくためにも、これまでの議論を

踏まえた調査票等の改善を進める余地がある。これは、低炭素社会実行計画の実効性を高めるためにも

必要であり、PDCA サイクルの仕組みが円滑化されることが期待される。 

 

６．国内外への積極的な情報発信 

産業界の自主的な取組は、我が国の温暖化対策における主要政策の一つであり、国内外へ積極的な情

報発信をすることは、我が国産業界が積極的に地球規模の温暖化対策に広く寄与していることを示す

ためにも重要である。わが国では、産業界が中心となって自ら目標を設定し、PDCA を進めるという

パリ協定の考え方を先取りする取組を 20 年以上続けてきた経験と実績を広く世界に情報発信し、今後

も厳しい目標を達成していく姿勢をアピールしていくことの重要性が一層増している。 

加えて、低炭素製品・サービス等による他部門での削減、海外での削減貢献、革新的技術の開発・導

入といった新たな柱立てにより、低炭素社会実行計画が広く温暖化対策に寄与している実績も各業種

が積極的にアピールしていくことが重要である。 

このために、2020 年に経済産業省は、低炭素社会実行計画の認知度向上を目指し、日本語・英語の

パンフレットを作成した。さらに、経済産業省のウェブサイトに産業界における温暖化対策の自主的取

組に関するページ4を立ち上げており、これを通じてより積極的な発信を実施する。 

 

７．2050 年のカーボンニュートラルに向けた取組 

2020 年 10 月に菅首相から 2050 年にカーボンニュートラルを目指すと宣言があったところ、2019

年実績のフォローアップにおいても、10 業種から 2030 年以降の取組やビジョンの策定状況について

報告があった。ただし、カーボンニュートラル宣言より前に策定されており、どのようにカーボンニュ

ートラルに向けた各業種の取組をフォローアップしていくのかは今後の課題である。 

 
4 産業界の自主的取組 HP https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/kankyou_keizai/va/index.html 
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WG においても、委員からの事前質問や当日の議論において、菅首相の発言を踏まえた各業種の考

え方について指摘があったが、一部の 2030 年以降のビジョン等を策定しる業種を除き、多くの業種が

今後の課題として検討を進めるとの回答があった。政府としても、エネルギー基本計画や温暖化対策計

画の見直しにおいて、カーボンニュートラルの達成に向けた取組を検討しているところ、各業種でも積

極的なカーボンニュートラルへの取組を進められ WG に報告されることが期待される。 
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Ⅴ．各業種の目標指標の推移・要因分析等 
V-1.  業種別 CO₂排出量の状況 （2019 年度実績・調整後排出係数） 

V-2.  CO₂排出量及び原単位の増減要因分析 

(1)  CO₂排出量の増減要因分析 

(2)  CO₂排出原単位の増減要因分析 

V-3.  各業種における指標の国際的な比較 

V-4.  京都メカニズム等の活用状況 

V-5.  国内の企業活動における対策の状況 

V-6.  BAT 導入状況 

V-7.  業務部門（本社等オフィス）における排出削減目標策定状況 

V-8.  業務部門（本社等オフィス）における CO₂排出実績 

V-9.  業務部門（本社等オフィス）における CO₂排出削減対策とその効果 

V-10.  運輸部門における排出削減目標策定状況 

V-11.  運輸部門における CO₂排出実績 

V-12.  運輸部門における CO₂排出削減対策とその効果 

V-13.  低炭素製品・サービス等による他部門での削減の状況 

V-14.  海外での削減貢献の状況 

V-15.  革新的技術の開発・導入の状況 

V-16.  情報発信等の取組 

V-17.  各業種の低炭素社会実行計画カバー率 

V-18.  各業種の電力排出係数 
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Ⅵ．来年度に向けたフォローアップの改善案の検討 
2020 年度に開催された産構審地球環境小委員会の業種別 WG において、各業界団体か

ら報告された調査票・データシートや、WG 委員による事前質問、各業種における回答状

況、及びWG での議論等に基づき、来年度のフォローアップに向けた調査票の改善案につ

いて検討した。 

各業種から報告された「調査票」及び「データシート」に対する評価、検証を通じて得ら

れた課題を以下に示す。 

 2014年度に公表された自主行動計画総括評価結果を踏まえ、これまで各業種から報

告される実績や進捗状況の透明性の向上を図るため、調査票・データシートの改善を

進めてきた。これによって、WG委員から取組状況が分かりやすい資料になったと評

価されている業界団体もある。一方で、調査票への記載状況は業種ごとに濃淡があり、

評価事例を整理し、参考となるように各業界に対して案内してきた。 

 調査票とデータシートの結果を一致させるように求めたが、依然として一致してい

ない業界団体がある。業界独自の発熱量、排出係数を用いている、全店舗の平均値と

しているためデータシートでは対応できないといった課題があるが、引き続き各業

界団体の進捗状況を正確に把握するために、わかりやすい調査票、記載要領の充実が

必要。 

 各業種による調査票の表現には、難解な専門用語が含まれている場合がある。広く一

般国民にもわかりやすい平易な言葉での資料作成が求められる。 

 

加えて、全ての WG 開催後に行った座長懇談会において、今後のフォローアップについ

て以下のような意見があった。 

 CO2排出削減率の統一化が必要ではないか。各業界の事情で BAU目標は有効だが、

各業種の基準年が異なるので外からの評価が難しい。経済界の貢献を見える化する

ためにも統一的な見せ方を検討してほしい。 

 各業種の取組を評価するためにも生産活動量の見通しを調査票に記載すべき。特に

原単位目標の場合には必要になる。 

 海外の削減貢献に関する見せ方や方法論のルール化を進めてほしい。また、計算シー

トや事例集を配布することで底上げを図れるのではないか。 

 

これまで、各業界団体が自らの温暖化対策への取組について、工夫を凝らして WG に報

告してきたことはＷＧ委員から概ね高評価を得ており、その点では年々改善が進んでいる

といえる。しかし、業界団体によっては調査票への取組状況や実績値に関する背景や説明と

いった記載が少なく、空欄となっている場合もある。これらの点について、WG委員から空

欄とした理由を説明することを求める意見もあった。また、調査票への記載内容についても、
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さらに追加での説明や説明の工夫を求める意見もあった。このため、各業界団体の調査票を

再度精査し、優れた記載内容や取組を水平展開していくことが必要となる。 

また、調査票・データシートへの対応について、ガイダンスや作成の手引きを作成するこ

とで、記入しやすさの改善を進めてきた。しかし、進捗率や実績値に関する確認を要するこ

とが多く、これを改善していく必要がある。そのために、提出前に確認するポイントを列挙

した提出前チェックリストの作成を検討すべきである。 

今後の課題として、調査票の記載事例集、記載例、記載ガイダンスの見直しを進めるとと

もに、データシートの手引についても見直しも必要である。これまでは、各業種から報告さ

れた調査票の記載内容、WG での委員指摘事項等を踏まえて更新を続けてきたが、改めて

有識者等の第三者の視点を踏まえつつ、今後のカーボンニュートラルに向けた調査票やデ

ータシートの全体的な構成を含めて見直すことによって、各業界団体に求める記載内容を

具体化でき、フォローアップでの議論をより明確化することができるだろう。 

来年度は 2020 年度実績の報告となり、低炭素社会実行計画の第 1 フェーズ最終年とな

る。2020年初頭から新型コロナウイルスの蔓延によって経済・社会にこれまでとは大きく

異なる影響があったことを踏まえ、業界団体の自主的な努力が評価されるように慎重なフ

ォローアップが必要である。また、2020年 10月に菅総理から 2050年カーボンニュートラ

ル宣言があったことを踏まえ、2030年以降の長期的な業界としてのビジョンや見通しにつ

いても聴取するとともに、2030年の目標水準の見直し議論できるような調査票・データシ

ートとすることが重要である。 

そこで、以下のような要素を調査票・データシートに組み込み、来年度以降のフォローア

ップＷＧでの議論に資することが期待される。 

1. 2013年から 2020年実績の振り返り 

(ア) 計画と実績の乖離 

(イ) 期間中の目標見直し 

(ウ) 新型コロナウイルスによる影響 

2. 2021年以降の目標見直し予定・検討状況 

(ア) 検討状況、検討方針 

(イ) 見直し条件 

(ウ) 今後の生産活動量の見通し（特に原単位目標の業種） 

3. カーボンニュートラルに向けた業界としてのビジョンや見通しの策定状況、検討状

況 

(ア) ビジョンの策定、見直し状況 

(イ) カーボンニュートラル宣言を踏まえた業界としての今後の見通しと課題 

4. 他部門貢献や海外貢献等の定量化の課題 

(ア) 先行事例を踏まえた定量化の検討状況と課題 

(イ) 定量化に係るデータ収集状況 
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5. 革新的技術の検討状況・課題 

(ア) カーボンニュートラルに向けた技術的な代替可能性の検討状況 
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Ⅶ． 地球温暖化対策計画にかかるフォローアップ 
 

自主的取組に関する地球温暖化対策計画フォローアップに際し、当該フォローアップに

使用する調査票の修正及び政府がフォローアップを行う１１５業種についての自主的取組

に関するデータ等の整理等を行った。その結果を次ページ以降に示す。 
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Ⅷ． 情報発信内容の拡充 
 

2019 年度事業においてパンフレットやホームページの立ち上げを行った。今年度は、こ

れらのコンテンツの更新や拡充について検討を行った。 

 

≪検討案≫ 

① 現在、自主的取組ホームページ1では、これまでのクロノロジーや取組状況の概要が掲

載されているが、今後は各業界の取組へのリンクを形成し、情報発信の一助とするこ

とが可能である。例えば、電機電子温暖化対策連絡会は、自らの取組状況や進捗状況

をホームページ2で発信するとともに、他部門貢献等の定量化のための方法論を公開

している。こうした先進的な取組へのリンクを形成することで、自主的取組ホームペ

ージを通じたアクセスし易さに貢献できる。 

② 加えて、各フォローアップ WG で作成される業界ごとの進捗状況一覧表についても、

2013 年以降の実績値を経年的に一覧表の形で示すことで、低炭素社会実行計画の取

組状況を一覧することが可能となる。 

 

 
表 1 2013 年以降の実績一覧表 

 

③ パンフレットについては、2020 年の実績進捗を評価した上で、低炭素社会実行計画

による排出削減効果を追加することが可能である。来年度の実績を踏まえ、これを整

理してパンフレットを更新することで、対外的にも産業界の自主的な取組の成果が評

 
1 https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/kankyou_keizai/va/index.html 
2 http://www.denki-denshi.jp/ 

【目標指標】
【基準年度

/BAU】

【2020年度目標

水準】
2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

日本鉄鋼連盟 CO₂排出量 BAU

▲500万t-CO₂

（▲300万t-CO₂

+廃プラ実績

0.3% 0.6% -1.0% -1.3% -1.3% -1.4% -1.9%

日本化学工業協会 CO₂排出量 BAU ▲150万t-CO₂ -2.4% -1.4% -4.0% -4.7% -7.2% -7.7% -7.5%

日本製紙連合会 CO₂排出量 BAU ▲139万t-CO₂ -13.6% -15.8% -16.5% -16.2% -17.4% -18.1% -18.7%

セメント協会 エネルギー消費 2010年度 -1.1% -0.8% -1.2% -2.0% -3.2% -2.5% -3.8% -4.8%

電機・電子温暖化対策 エネルギー原単 2012年度 ▲7.7% -7.0% -10.6% -11.0% -13.2% -20.4% -24.7% -23.2%

日本自動車部品工業会 CO₂排出原単位 2007年度 ▲13% -13.2% -12.5% -14.6% -12.5% -13.2% -15.4% -13.8%

日本自動車工業会・日

本自動車車体工業会
CO₂排出量 1990年度 -35% -24.5% -27.7% -32.8% -31.7% -32.7% -36.3% -41.1%

日本鉱業協会 CO₂排出原単位 1990年度 ▲15％ -12.9% -16.1% -18.5% -23.5% -22.8% -25.5% -24.6%

石灰製造工業会 CO₂排出量 BAU ▲15万t-CO₂ -7.4% -7.5% -6.2% -9.5% -10.4% -12.9% -9.5%

日本ゴム工業会 CO2排出原単位 2005年度 ▲15％ -10.0% -9.1% -6.7% -7.4% -9.9% -13.8% -18.0%

日本染色協会 CO₂排出量 1990年度 -78% -69.1% -69.4% -70.2% -70.9% -72.5% -74.0% -76.7%

日本アルミニウム協会 エネルギー消費 BAU ▲1.0 GJ -3.9% -6.9% -7.3% -4.9% -4.4% -3.8% -4.9%

日本印刷産業連合会 CO₂排出量 2010年度 -24% -9.4% -11.7% -11.2% -12.0% -17.4% -20.9% -24.1%
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価されることに資する。 

 

≪実施したこと≫ 

今年度事業の中で低炭素社会実行計画における取組事例集を作成したところであり、こ

れについても随時内容を更新しつつ、産業界の自主的ホームページに追加することが情報

を発信することが、各業種の取組を促すことが期待できる。 

取組事例集では、以下の業界での特徴的、先進的な取組について 3 つのカテゴリーに分

けて整理した。また、業界団体に取り組み内容に関してメール等でヒアリングを実施し、内

容の充実に努めた。 

1. HP を使った訴求：23 団体で実施 

(1) 明快でリッチな情報発信（電機・電子温暖化対策連絡会） 

(2) 海外に向けた情報発信（日本鉄鋼連盟） 

2. ⾧期ビジョンの提示：８団体で実施 

(1) 2050 年までの CO₂排出量シナリオ(日本アルミニウム協会) 

(2) 2100 年までの CO₂排出量シナリオ(日本鉄鋼連盟) 

(3) ⾧期的なイノベーションへの取組（日本化学工業協会） 

(4) 将来の業界の絵姿の提示 (電気事業低炭素社会協議会) 

3. 業界内での情報共有、活用 

(1) 業界団体によるベストプラクティスの共有・展開 (日本鉱業協会) 

(2) SDGs 事例集による個社の取組の発信(日本化学工業協会) 

(3) パンフレットによる効果的な情報発信(電機・電子温暖化対策連絡会) 

(4) 環境報告書等による業界の取組の発信(日本産業機械工業会、日本印刷産業連合会) 

(5) 省エネ事例集の作成と展開(日本自動車部品工業会、日本建設機械工業会、日本電

線工業会) 

(6) 参加企業の環境意識啓発のためのフィードバック(日本工作機械工業会) 

(7) ベンチマークデータの提供(日本情報サービス産業協会) 

(8) 認定制度やロゴマークの作成 (日本印刷産業連合会、情報サービス産業協会) 

(9) PDCA サイクルを明示 (電気事業低炭素社会協議会、日本鉱業協会) 

 

今後、こうした取組を行っている業界団体によるワークショップ等を通じた水平展開を行

い、取組が途上にある業種の底上げを図っていくことが必要である。 
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Ⅸ．将来の排出削減効果の試算 
 

過年度事業で構築された将来の排出削減効果を試算するための方法論を用いて、2020年、

2030年の自主的取組による排出削減の効果を試算した。 

低炭素社会実行計画における数値目標を策定済の 115 業種（2020 年度）、及び低炭素社

会実行計画フェーズ 2における数値目標を策定済みの 105業種（2030年度）を対象として

試算を行った。ただし、試算に用いるデータが不足している等の理由により、試算の対象と

できたのは 2020年目標が 104業種、2030年目標が 105業種である。また、実績データを

精査し、過年度に提出されたデータ訂正されている場合には実績値を修正した。また、桁や

小数点以下の調整等を軽微な修正作業を行った。 

これらの作業を踏まえ、産業界の自主的取組による削減効果を図 1 に示す。なお、試算

に当たっては、2005 年度と 2013 年度を基準年度として、電力排出係数のシナリオとして

以下を想定した。 

① 電力排出係数を 2005年度実績（0.423kg-CO₂/kWh）で固定 

② 2015年 7月に公表された長期需給見通しに基づき 2030年度に 0.37 kg-CO₂/kWhを

想定、2020年度は 2013年度実績値(0.57 kg-CO₂/kWh)から 0.37 kg-CO₂/kWhへ線

形補完した係数(0.488 kg-CO₂/kWh) 

③ 電力排出係数を 2013年度実績（0.57 kg-CO₂/kWh）で固定 

また、目標排出量は全ての計画策定業種が目標を達成した場合の排出量、BAUは計画を

策定せずに対策を実施しなかった場合を表し、削減貢献量は BAUと目標排出量の差分とし

てあらわしている。なお、2005年度の CO₂排出実績は 5億 4235万 t-CO₂、2013年度は５

億 2241万 t-CO₂である。 

まず、2005 年度を基準年度とし、電力排出係数を 2005 年度実績で固定したケースの試

算結果を示す（図 1の係数パターン①参照）。目標排出量が 2020年度に 5億 1142万 t-CO

₂ (2005年度比 6.05%減)、2030年度に 5億 1242万 t-CO₂(同 7.37%減)と推計された。削

減貢献量は 2020年度に 4952万 t-CO₂、2030年度に 8673万 t-CO₂となった。また、電力

排出係数を線形補完したケース（（図 1の係数パターン②参照））では、目標排出量は、2020

年度に 5 億 2998 万 t-CO₂(2005 年度比 2.34%減)、2030 年度に 4 億 9668 万 t-CO₂(同

10.78%減)と推計された。削減貢献量は 2020年度に 5244万 t-CO₂、2030年度に 8275万

t-CO₂となった。 

次に、2013年度を基準年度とし、電力排出係数を線形補完したケース（（図 1の係数パタ

ーン②参照）では、目標排出量が 2020年度に 5億 2998万 t-CO₂(2013年度比 1.43%増)、

2030年度に 4億 9776万 t-CO₂(同 6.34%減)と推計された。削減貢献量は 2020年度に 3072

万 t-CO₂、2030年度に 5825万 t-CO₂となった。また、電力排出係数を 2013年度実績で固

定したケース（図 1の係数パターン③参照）では、目標排出量が 2020年度に 5億 5338万
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t-CO₂(2013年度比 5.60%増)、2030年度に 5億 5665万 t-CO₂(同 4.91%増)と推計された。

削減貢献量は、2020年度に 3197万 t-CO₂、2030年度に 6569万 t-CO₂となった。 

 

 

図 1 低炭素社会実行計画による削減効果の試算結果 

図注：図の中の①から③は以下の想定を示す。 

①電力排出係数を 2005年度実績で固定したケース 

②2013年度を基準年度とし、電力排出係数を線形補完したケース 

③電力排出係数を 2013年度実績で固定したケース 
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